























                                                



























































                                                





























                                                                                                                                                        






























局のところ、日中両国とも軍備を競っているのである（e.g., Newsweek, August 20-27, 2007,
6pp.32-34; September 10, 2007, pp.24-27）。
Ⅴ　2007年版『通商白書』
　中国の飛躍的な経済発展は、日本の経済繁栄に対して欠かせない要素である。日本を含む多くの
国々は、中国との経済的な互恵関係を重要視している。しかし中国は貿易額を大幅に増大させ、対
米貿易黒字を原因とする貿易摩擦が顕著になった。また中国は経済成長と共にエネルギー消費をも
増大させている。この傾向は原油価格を高騰させた要因の一つである。ついに、10月 18日のニュ
ーヨーク商業取引所の原油先物相場は、時間外取引で一時 1バレル＝90.02ドルと、史上初めて 90
ドル台に突入してしまった。
　「中国は、エネルギーの大量消費を通じて工業生産を拡大し、『世界の工場』として台頭してき
た。しかし、中国のエネルギーの消費効率は著しく低く、環境規制とその運用も厳格なものではな
い。」「中国のエネルギー消費は、高水準で推移する経済成長等を背景として、急速に拡大しつつあ
り、一次エネルギー消費量の世界シェアは 14.7％と、世界第 2位（2005年）の規模に達している。」
（p.64）
　そのため、日中両国が省エネルギー・環境の分野での協力の可能性が非常に大きいと考えている
にもかかわらず、日本のエネルギーはほとんどが海外からの輸入のため、中国とのエネルギー争奪
戦が避けがたい状態である。これはどの政党が政権を握り、誰が首相になっても変えることのでき
ない本質的な問題である。
　東シナ海の油田については、福田政権は中国との共同開発を推進するという姿勢を見せている。
もし、その共同開発が合意に達すれば、この領域の情勢は相当に安定するだろうが、それは中国に
とって日中中間線を認めるのと同様であり、実現するか否かは定かではない。
